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論説

自然科学系の学術論文は著作物となり得るか
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抄録学術論文のうち．特に自然科学系の原著論文については，著作権の対象として保護される

可能性が低く，むしろ，全体として論文の著作物性を否定するべきである。そして，当該論文の問題

に関しては，裁判所の判断を求めるのではなく，学界内部にその救済機関を設置しプライオリティ

の判断や著者の名誉の保護を目指すべきである。それにより論文の電子媒体等による広範な普及を図

ることができ，一方，学術出版社（者）に与える影響は小さいか，ほとんどないと考えられる。また，

学術研究と著作権に関連する創作性のないデータベースについてデータベースの投資者に独自の権利

(sui generis right）を与えることについては，著作権類似の権利の拡充を認めるものであり，特に，

学術研究に対する重大な障害になるおそれがあるので，慎重，かつ，広範な議論を要する。

目次

1. はじめに

2. 自然科学系の学術論文は著作物といえるか

2. 1 思想又は感情について

2. 2 創作性について

3. 学術論文に関係する欧米の著作権法制度

4. 論文に関する学術的慣行と著作権制度の関係

4. 1 学術論文の性質と著作権

4. 2 学術論文の著者の決め方と著作権法でい

う著作者の関係

4. 3 特定範囲の学術論文の著作物性を否定し

た場合の学術雑誌への影響

5. 学術論文の著者の正当な利益はどのように守

られるべきか

6. まとめ

1 . はじめに

2012年7月4日，欧州原子核研究機構（CERN)

（ロルフ・ホイヤー（RolfHeuer）所長）が，

CERNの運営する大型ハドロン衝突型加速器

(LHC）で実験を行っている二つの研究チーム

（使用する検出装置の区別によりATLASとCMS

と称される。）によりヒッグス粒子である可能

性の高い未知の粒子が99%以上の確実さで発見

された， という発表を行った I）。この二つの研

究チームは，それぞれ約3,000人の研究者で構

成されており，そのうちのATLASには， 日本

人研究者が約110人参加している九その中の

代表的な日本人研究者は，素粒子の実験結果を

知らせる論文は「大変な思いをしてやる仕事な

ので， 3千人の連名でも，これは僕の論文だ＼

自分の研究なんだという気になれる。流した汗

に比例して人にもそう言えるんです。」 3）と発

言している。共著者が数千人に上る論文とはど

ういうことか。そこで共有されているものとは

何なのか，それと著作権との関係はどうなるの

か。本稿では，特に自然科学系の学術論文と著

作権の関係について，これまでの学説と判例を

整理し，欧米の法制度を参照しながら見解をま

とめるとともに，自然科学系の特定の学術論文
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については，著作権によらない保護の可能性を

提言する。

2. 自然科学系の学術論文は著作物と
いえるか

著作権法2条1項1号では，著作物を，「思

想又は感情を創作的に表現したものであって，

文芸，学術，美術又は音楽の範囲に属するもの

をいう。」と定義する。すなわち，著作物であ

るためには次の三つの要件を全て備える必要が

ある。

(1）思想又は感情を表現したものであること。

(2）創作性を備えること。

(3）文芸，学術，美術又は音楽の範囲に属する

ものであること。

特に自然科学系の学術論文が著作物といえる

かどうかについては，著作権法に規定する上記

の著作物の定義との関連で以下のような点が問

題となり得る。

2. 1 思想又は感情について

自然科学系の論文を構成する重要な核となる

ものの一つに，自然現象の観察結果や実験結果

のデータなど，客観的な事実の記述がある。し

かしながら，上記の「（1）思想又は感情を表現

したものであること」という要件に関していえ

ば，「データは思想・感情を包含していないか

ら，それ自体は著作物たり得ない。」 4）とする

のが基本的な考え方である。「もちろん，その

データをいろいろ収集して一定の考え方のもと

にまとめて整理すれば創意工夫のある統計資

料のように，そこに思想・感情が入ってくると

いうことはあり得J41るが，データそのものが

思想・感情の表現でないことは明らかである。

このような事実の記載が著作物として保護され

ないのは，「事実自体に独占を認めると，表現

の自由や学問の自由に対する重大な弊害となり

うる」 5）からである。このことを自然科学系の

論文に当てはめると，そもそも自然科学系の論

文の中心的な課題は自然の法則の究明であり，

したがって解明された客観的事実を記載するも

のである以上，それ自体に独占を認めると万人

が利用不能になり，結果的に表現の自由や学問

の自由が侵されることにつながる。それらデー

タを収集して一定の考え方のもとにまとめて整

理すれば思想・感情が入ってくるということは

あり得るものの，それは上記の趣旨からいえば，

解明された事実そのものを保護するのではな

く，あくまでそれに関する表現形式の中に思

想・感情が認められる場合に，それを著作権の

保護の対象とすることにすぎない。

また，学術論文では，その思想・感情（アイ

デイア）の「表現」ではなく，通常，思想、・感

情（アイデイア）自体が重要となる。こうした

点に関して，自然科学系の論文について次のよ

うな裁判例がある。

企業Xで半導体による発光ダイオードの研究

をしていた人物AカτCdTe（カドミウムテルラ

イド）とMgTe（マグネシウムテルライド）の

混品に関する研究で博士論文を書いて学位を授

与されたところ，企業Xにおいて同じ研究に従

事していた別の人物Bが自らのほうが先に論文

等で記載したものであると主張し著作者人格

権・著作財産権を侵害するものとしてA及びX

に対して謝罪文の交付と慰謝料の支払いを請求

した事案があったヘこれについて，大阪地裁

は原告の請求を棄却し次のように判示した（昭

和54年9月25日）。「著作権法が保護しているの

は，思想，感情を，言葉，文字，音，色等によ

って具体的に外部に表現した創作的な表現形式

であって，（中略）単なる事実ないし自然科学

上の発明発見に属する部類の記載（中略）につ

いては著作者人格権・著作財産権の保護の対象

とならないものというべきであるしまた，右

合成方法を最初に試みたのが原告であるとして

も，そのこと自体も何ら著作者人格権・著作財
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産権の保護の対象となるものではない。」すな

わち，論文で示された事実やアイデイア，理論

そのものは，著作権法の保護の対象にならない

ことが明確に述べられている。

日本も加盟している二つの条約一TRIPS協定

9条及びWIPO著作権条約2条ーには，ほほ同

様の趣旨の規定が置かれており，著作権の保護

は表現されたものに及び，思想・手続等には及

ばないとされる（“Copyrightprotection出品l
E泣坦dto expressions and not to ideas, proce-

dures, methods of operation or mathematical 

concepts as such.”※上記はTRIPS協定で，

WIPO著作権条約は下線部が、xtends”とな

る）。このような考え方は，「表現／アイデイア

二分論」または「思想（感情を含む）・表現二

分論」（idea-expressiondichotomy）などと呼

ばれ7！.ぺ思想や感情それ自体は著作権保護の

対象とはならず，それを表現したものが保護さ

れるということを示している。中山は，この二

分論が国際的にも通説的見解となっている理由

について，「表現の自由や学問の自由等を確保

し，かっ後発者に創作の余地を残すことにより，

情報の豊富化すなわち文化の多様性を確保する

という点にある」 9）とする。また，上野も，「抽

象的なアイディアを著作権で保護しないこと

は，他者の多様な表現活動を確保し，結果とし

て文化の発展に寄与することにつながると考え

られる」 !OJとして著作権のそもそもの目的であ

る「文化の発展」を理由に挙げている。

2. 2 創作性について

「創作性」については，「思想又は感情」を論

じるために引用した上記の判決文中にも記載が

あり，「思想・感情」そのものと密接な関係が

ある。渋谷11！も，創作性の要件に関して，「④

表現上の思想感情が著作者自身のものであるこ

と」（非依拠性）と「②表現上の思想感情が個

性的であること」（個性）の2点を挙げている。

ここでの保護要件となる創作性（個性）のハー

ドルは低い。判例においても，「「思想又は感情」

とは，人間の精神活動全般を指し，「創作的に

表現したもの」とは，厳格な意味での独創性が

あるとか他に類例がないとかが要求されている

わけではなく，「思想又は感情」の外部的表現に

著作者の個性が何らかの形で現われていれば足

り」るとされた（東京高裁昭和62年2月19日）凶。

学術論文の著作物性に関して，平成16年11月

4日の大阪地裁判決ωは，研修員が作成し指

導助教授に提出した論文と，後日当該助教授が

作成し出版した論文との関係について，「論文

に同一の自然科学上の知見が記載されていると

しても，自然科学上の知見それ自体は表現では

ないから，同じ知見が記載されていることをも

って著作権の侵害とすることはできない。また，

同じ自然科学上の知見を説明しようとすれば，

普通は，説明しようとする内容が同じである以

上，その表現も同一であるか．又は似通ったも

のとなってしまうのであって，内容が同じであ

るが故に表現が決まってしまうものは，創作性

があるということはできない。」として，学術

論文における自然科学上の知見のみならず，そ

れに至る過程と知見の内容に関する定型的な表

現についても創作性を否定した。もっとも，判

決は同時に，自然科学上の論文の創作性を一切

否定したのではなく，論文全体として，あるい

はある程度まとまった文章について，「作成者

の個性が現れている場合」には創作的なものと

して，その限りで著作物性を認めることはあり

得るとした。

作花14) ＇ま，個性の発露という創作性の判断基

準に関して，「ありふれた定型的な表現に保護

を付与すること自体にさほど実際的な意味があ

るとも思われないが（他者が同様の表現をして

も依拠性を問うことは困難），定型的な表現で

あるから，あるいは，ありふれているから，即，

個性がない，創作性がないとすることも妥当で
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ない」とした。このような考え方をとる主な理

由として，「「真にありふれた表現」であるなら

ば，たとえある著作者Aが， Bの作成に係る当

該表現に接していた事実があるとしても，当該

表現に依拠する必要性はなく， Aが独自の精神

活動の成果として当該表現と同様の表現をする

ことは容易にできる。また，仮にこのような「真

にありふれた表現」の侵害について争われるこ

とがあるとしても， Aが当該表現に「依拠して」

作成したということについて， Bが立証するこ

とは困難」であることを挙げている。ありふれ

た定型的な表現に対して著作物性を認めても，

実際上はそれほど困らないという捉え方は，例

えば，渋谷15）にもみられ，「個性の乏しい著作

物の存在を認めると，権利だらけの窮屈な社会

を招くのではないかと危倶する向きもあるかも

しれないが，そのような著作物について権利が

行使されることは稀である。また，権利が行使

されるとしても，その保護範囲を狭く認定する

ようにすれば，その危倶は当たらない。」とする。

これらの考え方は，いずれも，個性の乏しいも

のの著作物性を認めても，依拠性を立証するの

が困難であったり，保護範囲を狭く解釈したり

することによって，実際にそうした創作性の乏

しいものについて著作権侵害が認められること

による不都合を解消していこうとするものであ

るO しかし著作物の範囲を拡大して解釈しな

ければならない必然性を見出すのは困難であ

り，また，刑罰につながりかねない著作権侵害

の可能性は，本来，著作物の範囲のような客観

的な基準に従って判断するべきものであると考

えられる。

一方，中山附は，著作権法の目的は文化の発

展であり（同法1条），「文化の発展とは思想・

感情の表現である情報の豊富化にあると考える

べきである。」とし，「情報の豊富化が著作権法

の目的であるとするならば，その趣旨に従い，

創作性概念乞思想、・感情の流出物としての個

性ではなく，「表現の選択の幅」と捉えるべき

であろう。即ちある作品に著作権を付与しても，

なお他の者には創作を行なう余地が残されてい

る場合に，創作性があると考えるべきである。」

とした。これは，従来からある，小説等につい

ての創作性は表現上の個性の発露と捉えて創作

性のハードルが低く設定されても問題が少ない

ものの，プログラムについては，そもそも思想・

感情の流出である個性というものを観念できる

かどうかという疑問があり， したがって，プロ

グラムなどの技術的・機能的著作物の創作性に

ついてはハードルを高く設定せざるを得ないと

いうダブルスタンダードの存在に対する問題意

識から出発したものである。

著作権法の目的に関しては同法l条に規定が

あり，そこでは，著作権等の保護を絶対視する

のではなく，「公正な利用」に配慮しながら，

究極的には「文化の発展Jを目的とするとして
いる。それからすれば，著作権法は創作の多様

性を目指しているのであり，したがって，中山

説のように「創作性Jを「表現の選択の幅」と
する考え方は，著作権法の趣旨により適合して

いるということができる。また，この考え方を

さらに徹底させていくと特定範囲の自然科学

系の論文，特に自然観察の結果や特定の実験の

過程及び結果を報告しそれに関する考察を加

えて，自然に関する法則を提示又は確認する論

文（以下「原著論文」という。）については，

そもそも著作物性を否定することから出発する

べきであると考えられる。

現状では，学術論文については，著作物性を

否定するのではなく，著作権による保護範囲は

狭いものの，論文全体として見れば著作物とし

て捉えるのが相当な場合があるというのが，現

在の判例及び有力説である。しかし著作権は

憲法で認められた学問の自由や表現の自由に対

する重大な制約となり，また，実際に，以下本

稿で述べるように学術論文に著作権を認めるこ
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とによる弊害がある。他方では．著作権を認め

ないことによりその流通の円滑化を図ることの

ほうが学術論文の本来の目的に合致する。故に，

学術論文，特に自然科学系の論文で，その核と

なるのが自然現象の観測結果や実験結果である

論文については．そもそも，著作権法に規定す

る著作物性を否定し著作権の対象外とするべ

きであるというのが本稿の主張である。

3. 学術論文に関係する欧米の著作権
法制度

米国の著作権に関しては，連邦法である米国

著作権法102条（a)(17 USC § 102 (a））に著作

権による保護の対象についての総則規定がある

(1976年法）へこの規定によると，著作権によ

る保護の対象となるかどうかについての基本的

な判断基準は，創作的な著作物（originalwork) 

であることと有形的表現媒体に固定されている

こと（fixedin any tangible medium）である。

しかしそれ以前の1909年法では，著作権の要

件としての創作性が明確には規定されていなか

った。すなわち，同法4条では「著作権は著作

者のすべての著作に適用される（Theworks 

for which copyright may be secured under 

this title shall include all the writings of an 

author.）」とある。このため，下級審においては，

いわゆる「額に汗（Sweatof the Brow）」附し

て収集された事実を編集して出版された書籍に

対して，著作権を認める判決がいくつか現れた

(Leon v. Pacific Telephone & Telegraph Co., 

91 F. 2d 484 (C. A. 9 1937), Jeweler’s Circular 

Publishing Co. v. Keystone Publishing Co., 281 

F. 83 (C. A. 2 1922））ゆ）。このような下級審で

の混乱を収拾するため．米国著作権局は， 1909

年法の下でも創作性は著作権の基本的な必要条

件であったが，法律上明確に言及されていない

ことが著作権の対象に関して誤解を生じさせる

ことにつながってきた可能性があること， した

がって，創作性が著作権の必要条件である旨明

記することが対応策として考えられる旨の報告

書を議会に提出した。これを受けて，議会は，

1976年の著作権法の改正に際して，前述の同法

102条（a）において「著作者が作成した創作的な

著作物」に著作権の保護が及ぶ旨明記しまた，

同法102条（b）において，著作権による保護は着

想，手順，プロセス，方式，操作方法，概念，

原理または発見には及ばないことを明確にし

た。さらに， 1976年法では，編集はそれ自体で

は著作権の対象とならないことを明確にするた

めに， 101条に「編集著作物」の定義規定を設

けて「創作的な著作物を構成する方法で（in

such a way that the resulting work as a whole 

constitutes an original work of authorship) J 2 

の文言を入れて，すべての編集作品が著作権の

対象となる編集著作物になるわけではないこと

を明らかにした。

連邦議会によれば， 1976年の著作権法改正は

1909年の著作権法を変えたのではなく，規定を

明確化したに過ぎないことが強調されたが，こ

の改正により，例えば，人名録その他の事実に

基づいた著作物に著作権による保護が与えられ

るかどうかの判断基準は，「額に汗」ではなく「創

作性」であることが明瞭となった211。

実際に1976年の著作権法改正以降の判決で

は，この方向での裁判所の判断が相次いで行わ

れることとなった（Millerv. Universal City 

Studios, Inc., 650 F. 2d 1365 (5th Cir. 1981), 

Financial Information, Inc. v. Moody’s Inves-

tors Service, Inc., 751 F. 2d 501, 510 (2nd Cir. 

1984), Roehling v. Universal City Studios, Inc., 

618 F. 2d 972, 979 (2nd Cir. 1980)) 221 

その後1991年になつて，米国連邦最高裁判所

は，「額に汗」理論に対して最終的な判断を下

した（FeistPublications, Inc. v. Rural Tele-

phone Service Co., 499 U.S. 340 (1991））。事案

は，カンザス州の北西部で電話サービス事業を
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営む11の電話会社のうちの一つであるルーラル

電話サービス会社が，自社のサービス提供地域

に無償で配布する電話帳の中のホワイトペー

ジ，すなわち，電話加入者の氏名，居住する町

の名称，電話番号を記載したページに関して，

それら11社の管轄地域の全体をカバーする電話

帳を刊行している出版社であるフアイスト杜を

相手取り，自社の発行する電話帳の一部がその

広域をカバーする電話帳に盗用されて自社の保

有する著作権を侵害されたとして訴えを提起し

たものである。これに対して最高裁判所は，ル

ーラル電話サービス会社が電話サービスの申込

人の氏名．町名及び電話番号を姓のアルファベ

ット順に配列して作成した電話帳は，ありふれ

た人名録であって，創作性のかけらもなく， し

たがって，創作性を要件とした著作権による保

護を受けることができず，別の会社であるフア

イスト出版社がそれらのデータの一部をコピー

して電話帳を作成したからといって著作権侵害

を構成することはあり得ない，として原告であ

るルーラル電話サービス会社の敗訴を言い渡し

た。

米国で，このように最高裁判所の判決によっ

て創作性のないデータベースについての著作権

が否定されることが明確となった一方で， 1996

年， EUは「データベースの法的保護に関する

欧州議会及び理事会指令（以下「EU指令」と

いう。）_J を採択したおlo

これまで学術論文において，自然現象の観察

結果や実験結果のデータなど，客観的な事実の

記述そのものは思想－感情ではないから著作権

による保護の対象となり得ないとされてきた

し，データを編集したものであっても創作性の

ないものは著作物たり得ないとされてきた。し

かしここでいうデータベースには，データや

素材を一定の方法に従って配列したもののすべ

てが含まれるので，創作性のないデータベース

も入ることになる 24）。すなわち， EU指令の意

味するところは，創作性のないデータベースに

ついて，データベースの作成に投資した者を保

護するために，これまでの著作権に加えてデー

タベースの投資者に独自の権利（suigeneris 

right）を与えることで，投資者を保護する制

度が導入されたということである 2ヘつまり，

産業上投資者を保護する必要性があるという理

由から，従来の著作権の範酵を越えて，新たな

別の権利が創出されたのである。

このEU指令は， 1998年 1月1日以前までに

必要な法律等の体制整備を行わなければならな

いとしていた。ドイツの著作権法（著作権及び

著作隣接権に関する法律） 261では，著作物の定

義として，「この法律の意味における著作物と

は，個人的かつ精神的な創作のみをいう。」（同

法2条2項）として，著作物の要件として創作

性を要求し， したがって，データベースについ

ても，編集著作物の一種として創作性を要求し

ている（同法4条l項及び2項）が，著作権の

対象となるデータベースとは別に，著作隣接権

の一種として，重要な投資の対象としてのデー

タベースを定義しその投資を行ったデータベ

ース製作者の保護に関する規定を設けている

（同法87条a～87条e）。なお，同法では，やはり

著作隣接権として「学術刊行物」の規定を設け

て，「著作権の保護を受けない著作物又は文書

の刊行物は，それが学術的な整理の成果を示し，

かつ，当該著作物又は文書に係る従前知られた

刊行物と実質的に区別されるときは」，著作権

に関する規定を準用し，刊行物の製作者の権利

を保護するものとしている（同法70条1項及び

2項）。ドイツ著作権法におけるこれら本来著

作権の保護を受けない刊行物やデータベースを

保護する姿勢は，額に汗して製作した者に対し

てはその権利を何らかの形で保護しようとする

もので，著作権による保護を受けるかどうかの

判断の基準が刊行物やデータベースの創作性に

あるとする米国の判例とは異なり，著作権によ
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る保護の範囲を実質的に「創作性」の枠外にま

で拡充しようという方向にある。フランス著作

権法（知的所有権法典に関する1992年7月1日

の法律） 27) iこおいても，著作権による保護の対

象を「精神の著作物」（同法112のl条）として

独創性を要求しているものの， EU指令に基づ

き，データベース製作者の保護に関する規定を

著作隣接権として規定している（同法341のl条

～343の7条）。英国では，著作権法（1988年の著

作権，意匠及び特許法（最終改正： 2007年））お）

で規定された著作物としてのデータベースに関

する著作権（同法3条のA第2項）とは別に，

EU指令を実施するための法体制が整備され，

創作性のないデータベース（UnoriginalData-

bases）に投資をした投資者を保護するために

データベース権（DatabaseRight）に関する規

定が設けられ， 1998年1月1日から施行された

(The Copyright and Rights in Databases 

Regulations 1997）お）。

これらドイツ，フランス，英国以外のEU各

国でも，デ一夕ベ一ス製作者の保護に関する国

内法の整備が既に完了しているぷ））

このようなEUの動きに対して米国も， 1996

年にWIPO（世界知的所有権機関）にEU指令

とほぼ同じ内容の「データベース条約」を提案

したが，発展途上国からの反対などにより，こ

の提案は審議未了になった。一方，米国議会で

は，データベース産業界からの要望などにより，

データベースに関する独自の権利を求める法案

が繰り返し提案されてきたが，データの利用者

側である新興のネットワーク産業などの反対に

よって，成立に至っていない31)。このようなデ

ータそのものについて．その収集・配列に関し

て投資を行い，データベースを製作した者に対

して著作権に準じる保護を与えようとする欧米

各国の動きに対して，国際科学会議（ICSU）は，

科学的データに対する完全かつ公開のアクセス

を主張する立場から，データそのものに特別の

権利を与えようとするデータベース条約に反対

しまた，日本の学術会議も同様に反対の声明

を出したおj約。さらに，今後，仮に日本が環太

平洋パートナーシップ（TPP）協定に加入した

場合に，米国からデータそのものの保護の要求，

例えば臨床試験データに独占権を与えて先行メ

ーカーの同意なく使えないようにしようとい

う，「医薬品データ保護条項の導入」の要求が出

るのではないかという懸念が指摘されているへ

いずれにしても，日本においては，知的財産権

の保護に関する法制度のあり方に関して，著作

権の対象となるデータベースとは別に，データ

そのものからなる創作性を持たないデータベー

スの保護をどうするのかという聞いを突き付け

られていることになる。

4. 論文に関する学術的慣行と著作権
制度の関係

以上検討してきたように，通説・判例によれ

ば，自然科学系の学術論文の中核としての研究

成果である，例えば「実験結果Jや「自然の法
則」については，事実であって「思想又は感情」

ではないか，又はそれらを表現したものではな

いので，そもそも著作物たり得ないし，学術論

文上に現れた思想又は感情（アイデイア）その

ものは著作権法上保護されないということにな

る。他方，学術論文は論理的に構成されなけれ

ばならないので，結論に至る過程に関しても，

多くの場合表現上の創作性に乏しく，執筆者の

個性の発現と呼べるものはほとんどないと考え

ることカfで、きる。

これに対して，前掲の判例によれば，自然科

学上の論文の創作性を一切否定するのではな

く，「論文全体として」あるいは「ある程度ま

とまった文章」について，著作物性を認めるこ

とはあり得るとした（大阪地裁，平成16年11月

4日） l:l）。しかし学術論文のうち，自然科学

系の論文，特に原著論文に関しては，ここに述

知財管理 Vol.64 No. 2 2014 181 



べた，当該論文の中核的部分に関しては，著作

権の対象である著作物ではないことについて通

説・判例とも異論がないと考えられる。そうだ

とすれば，それ以外の部分の表現に関して著作

権による保護を問題とする場面が生じるであろ

うか。そういう部分に関しては，判例でよく使

われる表現を借りれば，「表現上の本質的な特

徴を直接感得することはできない」釦 36）から，

そもそも著作権侵害を問題とすることはできな

いであろう。つまり，当該論文については，全

体として著作権による保護の対象となる著作物

たり得ないと考えるべきものである。むしろ，

学術論文の著作権については，一体誰のために，

何を保護しようとしているのかにまで遡って考

える必要があるのではないだろうか。

4. 1 学術論文の性質と著作権

一般の著作物を保護の対象とする著作権は，

著作財産権と著作者人格権から成るが，現代で

は，著作者人格権でさえ財産的人格権と榔撤さ

れるほどであり 37）.著作権の争いの中心が経済

的利益の確保にあることは間違いがない。また，

著作権が認められる効果は絶大で，特許権に比

較してその保護期間が極めて長期にわたるほ

か，特許権と同様に著作物の利用・流通を差し

止めることもできる。これに対して，学術論文

の場合は，その著作者にとって財産的側面はほ

とんどないか，あってもごく僅かである。そこ

で求められるのは研究のプライオリティと名誉

の確保だけであり，長期にわたり絶大な効果を

与えられる著作権の対象とすることは，学術論

文にとって過大であり，場合によっては邪魔に

さえなることがあり得る。一般の著作物と学術

論文の性質の比較を表lに示した。特に，著者

にとっての目的や求める補償の内容はそれぞれ

大きく異なっている。

表1 一般の著作物と学術論文の比較

一般の著作物 学術論文

著者にとっ
金銭的報酬，名誉

研究のプライオリ

ての目的 テイ，名誉

望ましい利 多数の利用者，同
多数の引用，それ

用のされ方 一性保持
を土台とした研究

の発展

侵害された 損害賠償，差止請 プライオリテイの

場合の補償 求 確認，名誉の回復

著作権の目的は文化の発展に寄与することで

あり，他方，憲法で学問の自由や表現の自由が

認められており．著作権はそれに対する重大な

制約であることを考えると，学術論文について

は，特に自然科学系の学術論文で，その核とな

るものが自然現象の観測結果や実験結果である

論文については，そもそも，著作権法に規定す

る著作物性を否定し，著作権の対象外とする考

え方をとることが学術論文本来の目的に最も適

合し，かつ，著作者の意識にもふさわしい取り

扱いであると考えられる。

米国で，米国地球物理学連合，アカデミック

杜，エルゼヴイア杜，パーマゴン社，シュプリ

ンガ一社など合計83の学術出版社（者）が，大手

石油会社テキサコ社の雇用している研究者が学

術雑誌に掲載された学術論文を無断でコピー

し，これら学術出版者が保有する著作権を侵害

したとして同社を被告としてニューヨーク南部

連邦地裁に訴訟を提起した事件があるお）掛。こ

の裁判で争われたのは，テキサコ杜の研究者が

研究用に学術論文をコピーする行為が米国著作

権法107条に規定するフェア・ユース（Fair

Use）の四つの条件（①使用の目的および性質，

②著作物の性質，⑧使用された部分の量および

実質性，④潜在的市場または価値に対する使用

の影響）に該当するかどうかであった。事前の

開示手続（Discovery）によって，原告及び被

告が，任意の研究者をランダムに選び，彼のフ

ァイルの文献を調査することに合意したため
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に，原告のうちの 1杜であるアカデミック杜の

『キャタリシス （Cat，αか•sis）』が調査対象として

選定された。アカデミック杜の『キャタリシス』

では，論文の採否は編集者及びピア・レピ、ユー

アーに任せており，編集者やピア・レビューア

ーに対する謝金も著者への原稿料も一切支払っ

ていなかった。著作権に関しては，論文の受理

と同時に著者からアカデミック杜に譲渡される

という契約（附合契約）を締結していた。フェ

ア・ユースの四つの条件のうち，学術論文の著

作物性に関係するのは，その第2号の「著作権

のある著作物の性質（thenature of the copy-

righted work）」である。この第2番目の条件

に関して連邦地裁は，論文は科学的事実を記述

したものであるため，著作権の保護の核心の外

にあるとして，テキサコ杜の主張のとおり条件

を満たしたことを認め，連邦第2巡回区控訴裁

判所もこれに同調した（ただし他の三つの条

件については，連邦地裁も控訴審もテキサコ社

の主張を否認し，結論としてテキサコ社による

学術論文のコピーはフェア・ユースに当たらな

いとした）。すなわち，米国連邦第2巡回区控

訴裁判所においても，自然科学系の学術論文の

著作権による保護は核心的なものではないこ

と，その理由としては，「法は，一般的には，

フィクションやファンタジーの著作物よりも事

実を記述した著作物の頒布の必要性が大きいと

認めるJ掛からであるとした。

4. 2 学術論文の著者の決め方と著作権法
でいう著作者の関係

国際医学雑誌編集者会議（InternationalCom-

mittee of Medical Journal Editors ; ICMJE) 

の「生物医学雑誌投稿に関する統一規定（2010

年） (Uniform Requirements for Manuscripts 

Submitted to Biomedical Journals : Updated 

April 2010) J4uによると，オーサーシップ（著

者資格）について，以下の条件をすべて満たすも

のとして定義している（茂木富美子ほか訳）へ

(a）研究の構想および計画，あるいはデータの

獲得， もしくはデータの解釈，解析にたい

する実質的な貢献。

(b）論文草稿の作成， もしくは重要な知的内容

のためにその草稿に批判的な改訂を加え

ること。

(c）掲載さるべき決定稿の最終的な確認。

他方， 日本の著作権法では2条1項3号に著

作者に関する定義規定があり，それによると，

著作者とは「著作物を創作する者をいう。」と

される。

著作者とは，「文書表現の作成に創作的に関

与したj者でなければならない（東京地裁，平

成10年10月29日）43）。著作権による保護の対象

である以上，「思想又は感情を創作的に表現し

たものJ（著作権法2条1項l号）である著作
物の作成に関与する必要があり，それは，表現

の作成に関与することを意味する。したがって，

前述のICMJEの「生物医学雑誌投稿に関する

統一規定Jのオーサーシップの定義規定によれ
ば， 3項目のうち，著作権法でいう著作者と重

なるのは，「（b）論文草稿の作成， もしくは重

要な知的内容のためにその草稿に批判的な改訂

を加えること。」の項目のみである。しかもそ

れは「表現」の作成に関与するという意味でな

ければならない。しかし研究及び研究成果の

核心的部分とは，「（a）研究の構想および計画，

あるいはデータの獲得，もしくはデータの解釈，

解析」をいうのであって，これらの（a）の活

動のみに関わり，（b）に関わっていない研究者

は著作権法でいう著作者には該当しないものと

考えられる。

冒頭で取り上げた「ヒッグス粒子である可能

性の高い未知の粒子」の発見を報告する論文の

著者に関して，二つの検出装置（ATLASと

CMS）に関与する研究者がそれぞれ3,000人程

度いることを紹介したが，実際， CERNの電子
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版の学術雑誌下hysicsLetters B”に掲載され

た論文“Observationof a New Particle in the 

Search for the Standard Model Higgs Boson 

with the ATLAS Detector at the LHC叫 41には，

約3,000人の研究者の氏名が“TheATLAS Col-

laboration，，としてアルフアベット順に列挙さ

れている。それらの研究者のうち，誰が実際に

論文の執筆に当たったかは明らかでなく，すべ

ての参加研究者が全く平等に取り扱われてい

る。それらの著者のすべての者はおそらく「（a)

研究の構想および計画，あるいはデータの獲得，

もしくはデータの解釈，解析」のうちのいずれ

かには関わった者であると推定されるが，「（b)

論文草稿の作成， もしくは重要な知的内容のた

めにその草稿に批判的な改訂を加えること」に

3,000人のすべての研究者が関わったとは通常

考えにくい。すべての研究者が発表前に論文の

内容を了知しかっ，明示又は黙示の了承を与

えたと想像するのは難くないが，それだけでは，

著作権法に規定する著作者となることはできな

い（同法2条l項2号）。これらの著者のうち

多くの者は，学術論文の著者として実際に通用

しているにも拘らず，著作権による保護とは無

縁の人たちである。

自然現象の観測結果や実験結果である論文に

ついては，そもそも，その創作性に関連して著

作物性の認定は非常に難しく，他方では，仮に

著作権による保護の対象として認めたとして

も，論文の著者と著作権法でいう著作者とは重

なる部分もあるものの，相違している点が大き

いので，学術論文の著者にとって著作権による

保護の意義は甚だ薄いものとならざるを得な

しミ。

4. 3 特定範囲の学術論文の著作物性を否
定した場合の学術雑誌への影響

先にAmericanGeophysical Union, et al. v. 

Texaco Inc.の米国連邦地裁の判決で、も紹介し

たように，学術論文の著者が学術出版社（者）

に著作権を譲渡する慣行は，海外でも日本でも

広く普及している451。ちなみに，先述のCERN

の論文も同様の著作権処理をしている。ここか

ら，学術雑誌を刊行していくためには，学術論

文に著作権が存在することが必要であるとする

意見がある。例えば，上述のAmericanGeo-

physical Union, et al. v. Texaco Inc.の連邦第2

巡回区控訴裁判所の判決では，「著作権による

保護により得られる排他的な権利とそこから生

じる金銭的報酬の期待は，著者が個々の論文を

執筆する直接的な動機となるというよりも，む

しろ出版社が学術雑誌を刊行する動機付けとな

り，それによって個々の論文の普及を図るため

の伝統的で排他的な手段が提供されるのであ

る。論文著者の動機付けとなるのは，そうした

普及の見込みなのである」 40）と判示して，著作

権の存在が学術雑誌の刊行の動機付けとなって

いるという見解を示している。

しかし一般論としていえば，学術雑誌に研

究者が投稿する場合には論文の原稿料の支払い

のないのが原則である。それどころか，甲斐461

の国内の科学技術関係132学協会， 170雑誌の投

稿規定の調査によれば，別刷り・掲載料等につ

いて記載されているものは162誌（95%），著者

に掲載料を課しているものが33誌，投稿料を課

しているものが11誌あった。甲斐の指摘では，

「別刷り料を取らない場合，その代わりに掲載

料を取るなど，結局別刷り料というか掲載料（も

しくは投稿料）というかの違いでしかない場合

が多かった。」ということである。つまり，学

術出版社（者）が学術論文の掲載を巡って競争

して取り合うという事態は想像しにくく，むし

ろ，著者側が費用を負担して論文を掲載しても

らい，かつ，自らも読者となることによって学

術雑誌の刊行を支えているというのが実態であ

る。そこには既に市場の失敗があり，学術出版

社（者）が掲載論文の著作権を保有しているか
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どうかに関わりなく，投稿者側の費用負担によ

り学術出版が成立しているのであって，著作権

を持っていることによって出版が成り立ってい

るわけではない。また，電子版であれ紙媒体で

あれ，学術出版社（者）は，編集に工夫を加え

ることによって，著作権のない著作物であって

も有料で読者に提供することは可能である。ロ

ーレンス・レッシグ471のいうように，レクシス

とウエストローは， 30年前から，著作権のない

裁判所の判決についてアクセス特権を提供する

ことで課金してきている。日本では，判例タイ

ムズと判例時報が，判決を要約したり，あるい

は専門家の解説を付したりすることによって，

永年にわたって著作権のない判例を紹介する雑

誌の有料販売を続けてきている。むしろ，学術

論文に著作権が認められ，それを通常，学術出

版社（者）に移転することによって，著者自身

による利用が妨げられ，例えば，著者が所属す

る組織が実施するリポジトリへの登録と閲覧及

びダウンロードの無料サービスを提供できなく

なるなど，より円滑な流通への障害となるとい

う問題などを生じている。

5. 学術論文の著者の正当な利益はど
のように守られるべきか

学術論文の研究のプライオリティや著者の名

誉が侵害された場合の対処については，学術論

文に著作権を認めなかったとしても，不法行為

等を理由として裁判所に訴訟を提起する方法も

考えられるが，先端的学術分野における論文に

関しては，通常科学的専門知識を欠いているこ

との多い裁判官の判断を求めることはふさわし

くない。また，そもそも研究者間で問題になる

ことが多い研究の先後関係や模倣・票j窃など

は，表現形式よりもむしろ研究の内容に関する

ものが中心であって，裁判所の判断になじまな

いものと考えられる。裁判所自身ふ東洋史に

おける研究の先後関係について，東京地裁が，

「二つ以上の研究の先後の評価ないし判定は，

当該対比されるべき研究における時間的な先後

の一事のみならず，当該各研究の内容，程度，

方法，結果の発表態様，学説若しくは見解の当

否若しくは優劣等種々の要素を総合しなければ

容易になしえないものであって，このような学

問上の評価ないし判定は，その研究の属する分

野の学者・研究者等に委ねられるべきものであ

り，裁判所において審査し，法令を適用して解

決できる法律上の争訟ではないといわなければ

ならない」 48）と判示している。

このような問題に関しては，裁判所の判断を

求めるのではなく，学界内部にその救済機関を

設けること，すなわち，例えば日本学術会議に

常置の「研究公正委員会」のような組織を設け

て，同じ専門分野の研究者たち自身により裁定

を行わせるなどの方法を考えるほうが，より研

究の実態に応じた適切な判定結果をもたらすこ

とができるのではないかと考える。この「研究

公正委員会」は，論文の盗用のみならず，著者

としての正当性の問題，データのねつ造や改ざ

んなど研究の公正に関する問題を担当する，研

究者自身による自律的組織とするのが適切であ

ろう。「研究公正委員会」が，論文に関する引

用等のマナーについてのガイドラインを示した

り，個別の当事者間の争いの対応などをしたり

していくことによって，これまで著作権法等を

もととした裁判所の判決では解決し得なかった

問題に対しても，研究者が公正な処置を受けら

れる可能性が高まるものと思われる。

また，データベース作成に投資をした者に独

自の権利を与える制度の導入は，「額に汗」を

した者にはそれにふさわしい報酬を与えるべき

であるという自然権論に根差した考え方に基づ

いているが，日本学術会議は，「データベース

作成に投資をした者に独自の権利を与える制度

の導入は学術データの自由な利用を制約し学術

研究の発展を阻害する恐れがある。（中略）著
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作権に加えて独自の権利を導入することには，

学術の発展という観点から反対」 49）である旨の

声明を発表した。このように「投資を保護する

というスキームでは商業上の利用も学術上の利

用も区別がなく，投資者の権利という私的な利

益と学術・丈化の発展という公的な利益との聞

のバランスが法的枠組みの中では設定できな

い。このために，たとえ例外規定を設けるとし

てもそれは極めて限定的にならざるを得ない」印）

という問題がある。この特別の権利の設定は，

特に大学における研究の自由に対する重大な制

約になる可能性があり，憲法23条で保障された

学問の自由に対する脅威となる懸念がある。

現在の日本の法制度においては， EUで実施

しているようなデータベースに関する5虫自の権

利（suigeneris right）を認めなくても，不正

な方法により入手したものであれば，不正競争

防止法の適用の可能性があり，また，民法の不

法行為に該当する可能性もあるので，これらの

既存の法制度により対応することができる。

他方，前述のように， 日本が今後TPPに加入

すれば，米国から臨床試験データの保護を求め

られる可能性がある。その場合でも，少なくと

も大学等における研究の重大な障害とならない

よう，それらのデータの学術上の利用について

慎重な配慮をしていくことが求められる。ただ

し企業におけるこれらのデータベース保護の

必要性まで含めて，国民的議論により検討を進

めることが必要となろう。

6. まとめ

従来自然科学系の学術論文については，学説

においては広く創作性を認定して著作物性を認

めるべきであるとする説がある一方で，そのよ

うな著作物性については狭く解釈せざるを得な

いとする説がある。判例においても，個別具体

的なケースでは，表現形式に関して争われると

いうよりも，自然科学上の知見そのものが問題

の対象とされ， したがって著作権による保護が

否定されるケースが多いものの，依然として自

然科学系の学術論文の全体の著作物性そのもの

を否定する判決は見当たらない。

しかし，本稿では，自然科学系の学術論文の

うち，自然観察の結果や実験結果の記述とそれ

に基づく法則の確認又は発見を報告するものに

ついては，全体として論文の著作物性を否定す

るべきであることを提案した。本稿の内容をま

とめると以下のとおりである。

(1）データや事実関係が著作権の対象とならな

いのはもちろん，それに基づく法則の確認

や発見に関しても同様であり，さらにそれ

に至る過程についての表現に関しでも論理

的・定型的な記述にならざるを得ないため

著作権の対象とならないことは判例及び通

説においても承認されているところであ

る。そうであるならば，それら以外の記述

に関しては，表現の本質的な部分に該当す

るとして著作権が認められる可能性はほと

んどないので，このような特定分野．すな

わち，自然観察の結果や実験結果の記述と

それに基づく法則の確認又は発見を報告す

る論文に関しては，全体的に著作物性を否

定するべきである。

(2）著作物性を否定することは，学術論文の著

者が名誉と研究のプライオリティのみを求

め，かつ，論文の広範な普及を願っている

ことと最もよく適合することとなる。

(3）自然科学系の特定分野の論文の著作物性を

否定したとしても，学術出版社（者）に与

える影響は小さいか，ほとんどないと考え

られる。なぜなら，これらの分野の研究者

は，学術出版社（者）に掲載料や投稿料を

支払うとともに，自らその読者となること

により，出版を支えているのが実態である

からである。
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(4）自然科学系の特定分野の論文の著作物性を

否定することにより，著者が自らの論文を

自由にその所属するリポジトリに登録する

ことができ，それによって，論文の電子媒

体による広範な普及を図ることができるよ

うになる。

(5）創作性のないデータベースについて， EU

各国のように，これまでの著作権に加えて

データベースの投資者に独自の権利（sui

generis right）を与えることは，著作権類

似の権利の拡充を認めるものであり，特に，

学術研究に対する重大な障害になるおそれ

がある。したがって，これらデータベース

については従来の不正競争防止法等の既存

の法制度により対応するべきである。ただ

し企業等における対応まで含めて国民的

議論により検討を行う必要がある。

(6）自然科学系の学術論文の問題に関しては，

裁判所の判断を求めるのではなく，学界内

部にその救済機関を設けること，すなわち，

例えば日本学術会議に常置の「研究公正委

員会」のような組織を設けて，同じ専門分

野の研究者たち自身により裁定を行わせる

などの方法を考えるほうが，より研究の実

態に応じた適切な判定結果をもたらすこと

ができる。「研究公正委員会」は，論文の

盗用のみならず．著者としての正当性の問

題，データのねつ造や改ざんなど，研究の

公正に関する問題を担当する，研究者自身

による自律的組織とするのが適切である。

こうした機関の創設によって，これまで著

作権法等をもととした裁判所の判決では解

決し得なかった問題に対しでも，研究者が

公正な処置を受けられる可能性が高まる。

これまで著作権に関しては，権利の存続期間

を含めてその適用範囲の拡大を図ることが直ち

に文化の振興に寄与すると信じられてきた傾向

がある。それに対して，自然科学系の学術論文

の場合のように，著作権の適用を否定し論文

のプライオリテイの判断や著作者の名誉の確保

に関して別の保護形態によるほうが，学術論文

の本来の目的や著者の意図により適合する場合

もあり得るというのが本稿の主張である。今後

とも，著作権の適用範囲については，安易にそ

の拡大を肯定するのではなく，個別の問題の性

質に応じて，慎重にその効果を検証しながら検

討を進めるべきものと考える。
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